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この入札制度改善行動計画は、入札制度改善委員会が策定した「入札制度等の

改善方策」を的確に推進するため、今後３年間にわたり道が行うべき改善事項を

決定するものである。

計画策定に当たっては 「競争性の促進 「不当な関与の排除」及び「実効性、 」、

の確保」を基本的な視点とし、公共工事に係る入札制度を企業の経営努力や創意

工夫が的確に反映される制度に改善することなどを目的としている。

今後、入札・契約業務に携わる職員はもとより、すべての道職員の徹底した意

識改革を図るとともに、行動計画に則って、関係部局の連携・協力の下、全力を

挙げて以下の改善事項を推進する。

改善事項については、原則として平成１２年５月１日以降に実施される入札・

契約業務から適用する。

、 、「 」 「 」なお 行動計画は 入札制度等の改善方策 に示された 改善の基本的視点

及び「具体的な改善方策」の趣旨を踏まえ推進する。

Ⅰ 競争性の促進

１ 一般競争入札の拡大

一般競争入札の対象工事の拡大を行うとともに地域限定型一般競争入札を

本格的に実施する。

(1) 大規模な工事に対する一般競争入札の拡大

一般競争入札の対象とする工事を漸次現行の２５億円以上から５億円以

上に拡大する。

(2) 地域限定型一般競争入札の本格実施

一般競争入札に地域要件を加味した地域限定型一般競争入札を本格的に

実施する。

行き過ぎた地域要件の設定は、競争性を制限することにつながるため、

競争性の確保に十分配慮する。

２ 指名競争入札の改善

従来の指名競争入札を「ランダム・カット式」指名競争入札に移行すると

ともに、指名競争入札の基準の見直しなどを行う。

(1) 「ランダム・カット式」指名競争入札への移行

指名に関する恣意性を排除するため、指名選考委員会において従来より

具体的で明確な指名基準に基づき一旦業者を選考し、さらに無作為な選定

を行う「ランダム・カット式」指名競争入札に移行する。
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(2) 公募型指名競争入札の拡大

公募型指名競争入札の対象とする工事を技術的難易度の高いものに加え

て、漸次３億円以上５億円未満の工事に拡大する。

(3) 工事希望型指名競争入札の導入

受注意欲を反映するとともに技術的適性を把握するため、指名業者の選

、 。考に先立って 受注希望の確認をする工事希望型指名競争入札を導入する

(4) 指名競争入札の基準等の見直し

入札参加者の指名手続の透明性、公正性をより一層高めるため、基準等

の見直しを行う。

なお、公共工事以外の入札・契約についても可能な限り、取り組むもの

とする。

ア 指名基準の具体化及び明確化

過去の受注実績や優良工事施工実績等を考慮した基準に改めることに

より、指名基準を一層具体的及び明確なものとする。

イ 新規参入者の指名の促進

過去に指名実績のない業者を指名する場合の基準を明確化する。その

場合には、他官庁や民間の実績を考慮する。

ウ 入札参加者の指名数の拡大

指名競争入札参加者の工事等級に合わせた下限を現行の１．５倍程度

とする。

・一般土木工事の例

Ａ等級工事 １０人→１５人

Ｂ等級工事 ７人→１０人

Ｃ、Ｄ、Ｅ等級工事 ５人→ ７人

エ 指名業者名の公表

指名業者名の公表は、入札執行時とする。

オ 指名選考委員会の運営の充実強化

成立要件や議決要件を強化する。

実質的な審議が行われるよう開催回数や審議時間に留意する。

持ち回り審議は、禁止する。

カ 指名選考過程の公表

指名選考過程及びその理由、議決の状況などを公表する。

キ 資格制度の見直し

資格区分や等級区分に対応する予定価格の額の見直しを行う。
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３ ＶＥ方式の試行拡大

技術力による競争を促進するためＶＥ方式（Value Engineering 価値工

学）の試行を拡大する。

４ 実施目標の設定

一般競争入札、地域限定型一般競争入札、公募型指名競争入札、工事希望

型指名競争入札及びＶＥ方式を合わせて、今後３年間で全入札件数（工事）

の３０％まで拡大する。農政、水産、林務、建築及び土木の各部門ごとに年

次計画を作成し、実行する。

Ⅱ 不当な関与の排除

１ 公正な入札の確保

(1) 公正な入札を妨げる行為の禁止

公正な入札を妨げる行為を防止するため、禁止事項を明確に定め、業者

に対して不当な関与を行わないことを徹底する。これに違反した職員に対

しては、厳正な処分を行う。

(2) 不良不適格業者等の排除

契約の適正な履行を確保するため、不良不適格業者等を排除する。

ア 競争入札参加資格の厳格化

納税証明書の提出を義務づけるなど競争入札資格要件の強化や関係機

関との連携に努める。

イ 法令違反等への厳正な対処

競争入札参加資格者の法令違反等に厳正に対処する。

ウ 指名停止措置の強化

談合に関する指名停止期間を大幅に延長するなど指名停止措置を強化

する。

(3) 公正な入札の確保

競争性を高めるため公正な入札を確保する。

ア 低入札価格調査制度の活用

低価格での落札を促進する観点から、低入札価格調査制度を積極的に

活用する。

イ 分割発注の適正化

恣意的な分割発注は行わない。
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ウ 明確な入札条件の提示

仕様書や設計書等により、明確な入札条件を提示する。

(4) 予定価格の取扱い

公正な入札を担保するため、予定価格の取扱いは厳格に行う。

ア 予定価格の秘密性の確保

予定価格調書の作成は、決定権者自ら決めることを徹底するとともに

厳正な管理を行う。

なお、平成１２年度において予定価格の在り方を検討する。

イ 予定価格の事後公表の充実

公共工事の予定価格の事後公表に際し、予定価格に対する落札価格や

他の入札価格の比率を公表する。

ウ 予定価格の事前公表の試行

予定価格の事前公表は、効果を検証する資料が不足しているため、引

き続き試行を継続する。

なお、試行に当たっては、業者の積算意欲の減退等を防止するため、

積算内訳書の提出を義務づける。

(5) 随意契約の適切な採用

随意契約による場合の妥当性や業者選考の過程の透明性の確保のため、

。 、 「 」その在り方について検討する また 工事に係る 随意契約ガイドライン

を策定する。

(6) 談合情報の取扱いの適正化

公正取引委員会への通報や入札の取り止め基準などを定めた談合情報の

取扱い（マニュアル）を全庁的に統一する。

２ 積極的な情報の公開

(1) 入札執行の透明性の確保

公共工事については、入札の日時等を公表し、入札執行を公開する。

(2) 入札結果、資格審査結果等の公表方法の改善

入札結果、経営事項審査結果及び格付け結果は、行政情報センター、行

政情報コーナー及びインターネットで公表する。

また、工事等の執行予定や入札公告は、インターネットでの公表を検討

する。
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Ⅲ 実効性の確保

１ 行動計画の推進体制

(1) 入札等監理委員会の設置

学識経験者等第三者の参画を得て、公共工事の入札手続等に関する点検

及び改善事項の推進を図ることを目的に、入札等監理委員会を設置する。

委員長：副知事ア 構成

第三者：学識経験者等（３人）

道関係：総務部長、総合企画部長、出納局長

イ 所掌事務

入札手続等に関する事後点検(ｱ)

行動計画の進捗状況の把握(ｲ)

上記に関する意見の申出(ｳ)

(2) 推進部門の設置

行動計画に基づき、公共工事の入札制度等の改善を図るため、その推進

体制を整備する。

ア 設置部署 総務部

イ 設置内容

(ｱ) 入札指導監察監の設置

入札指導監察監を専任配置する。

(ｲ) 専掌の事務部門の設置

入札指導監察監のもとに、入札制度等の改善に関する事務を専掌す

る部門を設置する。

ウ 所掌事務

(ｱ) 行動計画の推進管理

(ｲ) 入札手続等の指導・監察

(ｳ）入札等監理委員会の庶務

２ 支庁における入札関係業務等の執行体制

支庁における公共工事に係る設計・積算部門と入札関係業務部門を分離・

再編し、内部牽制機能を高めるため、総務部会計課に入札関係業務を所掌す

る事業管理室を設置する。所掌事務は、入札関係業務の執行及び管理並びに

入札制度等の改善事項の実施及び推進管理とする。

３ 「入札制度改善白書（仮称 」の公表）

行動計画の進捗状況や入札手続等の点検評価結果を入札等監理委員会が毎

年取りまとめ 「入札制度改善白書（仮称 」として公表する。、 ）


